
第２章 経済の概況

近年、ベトナムは経済成長を持続しており、 、人口ともに一貫して増加傾向にある。

所得水準の目安である 人当たり は堅調に増加しており、 年には ドルを超え

る水準となった。 年には、それまでの成長率 を超える経済過熱の反動から、高

インフレや労働市場の逼迫、貿易収支悪化を招いた。 年以降は、金融・財政政策が奏

功し、マクロ経済は安定的に推移している。

第１節

図表 － ではベトナム経済に関する基本統計を示している。ベトナム経済は 年以

降、一貫して経済規模の拡大傾向にある。 年には名目 で初めて 億ドルを超え

た。これは近隣諸国と比較すると、ミャンマーの 倍、カンボジアの 倍、ラオスの 倍

の経済規模に相当する。また他の 諸国との比較では、フィリピンやマレーシア、シン

ガポールの約 の経済規模に達する。

図表 － 名目 の推移

出所：世界銀行ウェブサイトより作成。
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この改正で始めて条文に記載された。

ただし、ベトナムにおける「司法権」は、先述注 で述べたように、独立した機関がそ

れぞれの機能を抑制する「三権分立」の一つとしての権力ではなく、その役割は、「統一さ

れた国家権力」の一部を分業して担うものとされる。例えば国会に対する違憲立法審査権が

認められていないなど、その機能は制約されている。

人民裁判所は「最高人民裁判所」「省級人民裁判所」「県級人民裁判所」の三級構成になっ

ている。審理は原則として二審制で行われ、「県級」が第一審のときは「省級」が、「省級」

が第一審のときは「最高裁」がそれぞれ控訴審になる。控訴審の判決が下ると、当事者は上

訴できない 。

小 括

植民地支配から脱し、社会主義政権が南北統一国家を形成してから 年以上が経過した。

現在ではドイモイ政策のもとで市場経済の浸透、国営企業の改革などが進められ、急速な経

済発展を遂げている。一方、政治的には共産党の一党支配が続き、腐敗や汚職の温床になっ

ていることや、「部門」や「級」などのセクショナリズムが行政や経済システムの硬直化、非

効率化を招いていることについて、ときに共産党内部からも批判・警告が発せられている 。

また、結社の自由が事実上認められず、政党は共産党、労働組合は同党系の （ベトナ

ム労働組合総連合）に限定されるなど、さまざまな制約が課されていることも、国際機関や

欧米諸国などから批判されている。今後はいかにしてグローバル基準に適した自由で公正な

経済、社会システムを築いていくのかが、ベトナムが国際社会の中で魅力ある経済的パート

ナーとしての地位を高めるために、避けて通れない課題といえるだろう。

事実認定や法令適用の誤りを是正するための「再審」「監督審」は存在するが、その審理を申し立てる権利

は当事者になく裁判所にある。

例えば 年に開かれた第 回共産党大会の政治報告では「無駄がなく、効率的・効果的に活動する政治

システム全体の組織機構を建設する：汚職、乱費、官僚主義撲滅の戦いを推進する」ことが、今後の主要任

務の一つにあげられている（石塚 ページ）。
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図表 － 対 政府債務残高

単位：％

年 年 年 年 年 年

出所： ウェブサイトより作成。
注○： 年及び 年は推計値

ただし、ベトナム経済は慢性的な財政赤字に加え 年以降急速に赤字幅が拡大したた

め、 年の政府債務残高（対 ）は となっている（図表 － 参照）。ベトナム政

府も基礎的財政収支の赤字幅を抑制するなど一定の成果は見られるものの、現状では常に通

貨ドンの下落やインフレ圧力の可能性を抱えており、マクロ経済の安定性に対するリスク材

料となっている。

第２節 人口

１．人口構成

図表 － ではベトナムの人口とその構成を示している。ベトナムの人口は 年に

万人を超え、 年には約 万人に達した。これは 域内ではインドネシ

ア、フィリピンに次いで第 位、世界で 位の人口規模である（ 年現在）。

図表 － 人口構成

単位：千人（％）

年 年 年 年 年 年

計

男性

女性

都市部

農村部

出所：ベトナム統計総局（ ：以下、 ）ウェブサイトより作成。

注注： 年は暫定値。

図表 － 一人当たり

出所：世界銀行ウェブサイトより作成。

ベトナムの一人当たり は 年で ドルとなり、カンボジアやミャンマーの約

～ 倍、ラオスとほぼ同水準である。またフィリピンの 倍、インドネシアの

倍、タイの約 倍の水準である（図表 － 参照）。

ベトナムの経済成長率は、「ドイモイ」政策が本格的に導入された 年以降は、 年

を除いて常に を超える実質 成長率を記録している。ただし高い経済成長率の中で増減

があり、 年から 年にかけて 後半～ 台の成長率を記録したものの、 年

及び 年は 前半の成長率となっている（図表 － 参照）。これは 年以降の好

調な世界経済とベトナムの 加盟による資金流入によりベトナム経済が過熱し、国際収支

の悪化や労働市場の逼迫により高インフレを招いた結果である。 年以降は、金融・財政

政策が奏功し、マクロ経済は比較的安定的に推移している。

図表 － 成長率の推移

出所：世界銀行ウェブサイトより作成。
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図表 － 対 政府債務残高
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出所： ウェブサイトより作成。
注○： 年及び 年は推計値
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図表 － 地域・都市農村別人口構成

単位：千人

年 年 年 年 年 年

都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村

紅河デルタ

北部丘陵山岳

北中部・
中部沿岸

中部高原

南東部

メコンデルタ

出所： ウェブサイトより作成。
注○： 年は暫定値。

２．地域別人口移動

図表 － は各省・中央直轄市の人口流入率・流出率を表している（単位は千分率 ‰ で

あることに注意）。

全般的には、流出が流入を上回っている省・地域が多く、その逆は少ない。この表を地

域別にまとめると以下のようになる。

・ 北部では、ハノイ市に隣接するバクニン省での流入率が高い。

・ 中部では、ダナン市の流入率が高く、また北中部地域にあたるタインホア省からトゥア

ティエンフエ省までの流出率が他の地域と比べて比較的高い。ただしボーキサイトを産

出するダクノン省では 年において流入率が高かった。

・ 南部では、南東地域、特にホーチミン市及び隣接するビンズオン省、ドンナイ省での流

入率が非常に高い。逆にメコンデルタ地域は全般的に高い流出率を示している。

このように、ベトナムにおける地域間の人口移動は、ハノイ、ダナン、ホーチミンなど各

地域の中心都市を中心に人口流入が進んでいることがうかがえる。特にホーチミン市を擁す

る南東経済圏では経済圏全体での人口流入が進み、その多くは隣接するメコンデルタ地域か

らの流出によるものであることが推察される。

図表 － 地域別人口構成

単位：千人（％）

年 年 年 年 年 年

計

紅河デルタ

北部丘陵山岳

北 中 部 ・
中 部 沿 岸

中部高原

南東部

メコンデルタ

出所： ウェブサイトより作成。

注 ：（）内は構成比、 年は暫定値。

人口構成において、男女別では女性が 万人程度多く、その比率においてほぼ変動はみ

られない。また都市農村別の比較では、農村部が都市部の約 倍の人口を有している。ただ

し近年は都市部人口比率の上昇と農村人口比率の低下傾向が続いており、特に 年には

農村部人口が初めて減少に転じた。このように最近は農村部の人口増加率低下と都市部人口

の急増が顕著であり、農村部から都市部への人口流入がうかがえる。

ベトナムの人口を六つの地域別にみた場合、各地域とも人口増加を示しているものの、

その増加傾向には地域別に差がみられる。構成比を経時的にみた場合、紅河デルタ、北部丘

陵山岳、中部高原の各地域がほぼ横ばいであるのに対し、南東部は微増、北中部・中部沿岸、

メコンデルタは微減を示している（図表 － 参照）。

この地域別の傾向をさらに都市農村別に見たものが図表 － である。ここでは地域別の

都市農村人口を示している。図表では、ほぼ全ての地域で農村人口が都市人口を上回る一方、

唯一南東部では都市人口が農村人口を上回っている。また経年変化では、紅河デルタが都市

人口の急増と農村人口の急減を示している。これらの現象は、①南東部で既に都市化が非常

に進んでいること、また②紅河デルタで都市化が急速に進んでいることを示唆している。
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図表 － 地域・都市農村別人口構成

単位：千人

年 年 年 年 年 年
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紅河デルタ

北部丘陵山岳

北中部・
中部沿岸

中部高原

南東部

メコンデルタ

出所： ウェブサイトより作成。
注○： 年は暫定値。
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年 年 年 年 年 年

流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出

ダナン市

クアンナム省

クアンガイ省

ビンディン省

フーイェン省

カインホア省

ニントゥアン省

ビントゥアン省

中部高原

コントゥム省

ザーライ省

ダクラク省

ダクノン省

ラムドン省

南東部

ビンフォック省

タイニン省

ビンズオン省

ドンナイ省

バリアブンタウ省

ホーチミン市

メコンデルタ

ロンアン省

ティエンザン省

ベンチェー省

チャビン省

ビンロン省

ドンタップ省

アンザン省

キエンザン省

カントー市

ハウザン省

ソクチャン省

バクリュウ省

カマウ省

出所： ウェブサイトより作成。

注○： 年は暫定値。

（北中部・中部沿岸つづき）

図表 － 地域別人口流入・流出率

単位：‰

年 年 年 年 年 年

流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出 流入 流出

紅河デルタ

ハノイ市

ビンフック省

バクニン省

クアンニン省

ハイズオン省

ハイフォン市

フンイェン省

タイビン省

ハナム省

ナムディン省

ニンビン省

北部丘陵山岳

ハザン省

カオバン省

バクカン省

トゥエンクアン省

ラオカイ省

イェンバイ省

タイグエン省

ランソン省

バクザン省

フート省

ディエンビエン省

ライチャウ省

ソンラ省

ホアビン省

北中部・中部沿岸

タインホア省

ゲアン省

ハティン省

クアンビン省

クアンチ省

トゥアティエンフエ省
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カマウ省

出所： ウェブサイトより作成。

注○： 年は暫定値。

（北中部・中部沿岸つづき）

図表 － 地域別人口流入・流出率
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出所：世界銀行ウェブサイトより作成。
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このようなベトナムにおける人口構成の変化は、労働力人口比率の変化を通じて経済に

も影響を与えうる。例えば図表 － は、ベトナムにおける年代別人口比率とその指数を示

している。表によると、 歳のいわゆる労働力世代の人口比率は （ 年）から

（ 年）まで上昇しているものの、その後は停滞しているように見える。また従属

人口指数（労働力世代に対する非労働力世代の割合）でみると、 年の から

年の まで急落している一方、その後は 年代に入ると底打ちしたように見える。

図表 － 平均寿命

（‰）

図表 － 合計特殊出生率及び乳幼児死亡率

合計特殊出生率 乳幼児死亡率

（人）出所：

３．人口ピラミッド

図表 － は、ベトナムにおける 年の人口ピラミッドを示している。男女別では全般

的に女性の方が多いものの、 歳以下の各年齢層で男性の方が多くなっている。人口ピラ

ミッドの形状としては、三角形というよりも釣鐘型に近く、特に女性の形状においてはその

傾向が強く示されている。これは平均寿命の上昇や若年層の減少とともに人口の高齢化が急

速に生じていることを示している。

この理由としては、公衆衛生や医療分野の発展による平均寿命の増加と生活水準向上に

伴う出生率の低下によるものと考えられる。実際、過去数十年で平均寿命や乳幼児死亡率、

合計特殊出生率 といった指標は大幅に改善している。

例えば世界銀行の『世界開発指標』によると、ベトナムにおける平均寿命は 歳

（ 年）から 歳（ 年）に上昇している（図表 － 参照）。また同じく 年

から 年までの変化では、乳幼児死亡率は ‰から ‰、合計特殊出生率では

人から 人と大幅に減少している（図表 － 参照）。

合計特殊出生率は 人の女性が生涯で産む子供の数。

図表 － 人口ピラミッド（ 年）

男性 女性

（万人）

（歳）
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図表 － 産業別付加価値

単位： 億ドン、％

年 年 年 年 年 年 年

名目付加価値額（ ）

農林水産業

工業・建設業

サービス業

税 除・補助金 ― ―

産 業 別 構 成

農林水産業

工業・建設業

サービス業

税 除・補助金 ― ―

出所： ウェブサイトより作成。

２．労働市場の構造と特徴

（ ）労働力人口

ベトナムの労働力人口は 千万人を超えており、年によって変動はあるものの年平均

万人弱のペースで増加している。

図表 － 歳以上労働力人口の推移

単位：百万人（％）

年 年 年 年 年 年

計

男性
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

女性
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

都市部
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

農村
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

歳
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

歳
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

歳以上
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

出所： ウェブサイト及びベトナム『労働力調査報告書』より作成。

注○： 年は暫定値。

図表 － 人口構成比率

単位：％

年 年 年 年 年 年

人口比率

① 歳未満

② – 歳

③ 歳以上

人口指数

④年少人口指数 （ ① ②× ）

⑤老年人口指数 （ ③ ②× ）

⑥従属人口指数 （ ④ ⑤）

出所：

労働力世代の拡大が経済に及ぼす影響については、①労働供給増加による生産面での貢

献、②住宅費等の増加による消費支出面の貢献、③児童や高齢者の世代割合の低下による社

会保障費等の抑制、等のメリットがあり、これを「人口ボーナス」と呼ぶ。ベトナムにおい

ては従属人口指数が下げ止まっていることから、この人口ボーナスを享受できる期間はほぼ

終了したと考えられる。

第３節 産業

１．産業別付加価値

図表 － では産業別付加価値額とその比率を示している 。

年代までベトナムの最大産業部門であった農林水産業の付加価値は、金額ベースで

は増加傾向が続いているものの、そのシェアは 年代後半から 年前半にかけて約

を記録したのち、緩やかに低下している。

年代以降、農林水産業に代わり同国の最大産業部門となったのはサービス業である。

サービス業付の加価値はそれ以降、ほぼ 前後のシェアを維持している。

ベトナムにおける付加価値額は、 年度より「生産に関わる税・補助金

」という項目が新たに付加されている。
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表から、これらの指標は労働力人口とほぼ等しい傾向を示していることが分かる。すな

わちベトナムの就業者数は 万人を超え、年々増加している。性別及び地域別の構成比

率もほぼ労働力人口と同じであり、経年的には両指標ともほぼ変化していないものの、地域

別シェアにおいて都市部の微増・農村部の微減傾向が見られる。

所有形態別では、その構成比は過去 年間でほぼ横ばいであるものの、国有企業、非国有

企業が微減しており、外資系企業がその分シェアを上昇している（図表 － 参照）。

雇用形態別では、 人事業主と賃金労働者が最も多く、就業者数の約 割を占めている。

経年的には、 人事業主の減少傾向と賃金労働者の増加傾向が顕著である（図表 － 参照）。

図表 － 所有形態別就業者数の推移

図表 － 雇用形態別就業者数の推移

（百万人）

賃金労働者 自営業者 経営者 家族労働者 協同組合職員

（百万人）

国有企業 非国有企業 外資系企業

図表 － 労働力率の推移

単位：％

年 年 年 年 年

計

男性

女性

都市部

農村部

出所：ベトナム『労働力調査報告書』より作成。

労働力人口を性別にみた場合、男性が女性を若干上回っているものの、その構成比はこ

こ数年ほぼ変化していない。地域別に見た場合、農村部では都市部の倍以上の労働力人口を

有しているものの、都市部での労働力の急増傾向が顕著である。農村部では労働力人口の相

対的減少のみならず、 年以降は絶対数での増加も一段落した様子を示している。年齢

別構成でみた場合、 歳以上の世代ではシェアが増大しているのに対し、 歳未満の世代

では概ねシェアの低下を示している。前節で見たベトナムの人口高齢化傾向が、労働力人口

にも影響を及ぼしていることがわかる（図表 － 参照）。

なお、労働力率では経時的に大きな変動は見られない。男性の労働力率は女性より ％程度

高く、また農村部は都市部よりも ％程度高いことを示している（図表 － 参照）。

（ ）就業者数

図表 － は、ベトナムの就業者数に関する指標を示している。

図表 － 就業人口の推移

単位：百万人（％）

年 年 年 年 年 年

計

男性
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

女性
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

都市部
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

農村
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

出所： ウェブサイトより作成。

注○： 年は暫定値。
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有しているものの、都市部での労働力の急増傾向が顕著である。農村部では労働力人口の相

対的減少のみならず、 年以降は絶対数での増加も一段落した様子を示している。年齢

別構成でみた場合、 歳以上の世代ではシェアが増大しているのに対し、 歳未満の世代
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注○： 年は暫定値。

－ 22 － － 23 －

86.1% 86.2% 86.3% 86.4% 85.0% 83.6%84.5%85.7%



図表 － 学歴別就業者比率

単位：％

年 年 年 年 年

専門技術なし

職業訓練

専門学校

短期大学

大学以上

出所：ベトナム『労働力調査報告書』より作成。

学歴別では、専門技術を持たない層が約 割を占めている。しかし経年的には、この専門

技術を持たない層の割合が減少し、他のカテゴリーのシェアが伸びている。特に大学以上の

カテゴリーはその他のカテゴリーよりも急速にそのシェアを伸ばしており、ベトナムの労働

市場に大卒者が急増していることがうかがえる（図表 － 参照）。

３．賃金

ベトナムの月額平均賃金について、全国平均は 年の 万ドンから 年の

万ドンへと約 倍に増加しており、これは年率に換算すると平均約 上昇しているこ

とになる。各年の上昇率をみると、 年以降、順に 、 、 、 となる。こ

れをインフレ率と比較すると、 年以降、順に 、 、 、 となるため、特

に 年以降は を超える実質賃金の上昇を示している。

項目別の比較では、男女間の賃金格差について男性平均賃金は女性平均賃金の約 倍で

あり、都市農村間の賃金格差について都市平均賃金は農村平均賃金の約 倍である。年に

よって多少ばらつきはあるものの、経時的にはほぼこの比率で推移している。

より詳しく見るために、図表 － では 年 月 年 月におけるハノイとホー

チミンでの業種別・職種別の賃金を示している。ハノイとホーチミンの比較では、各業種職

種においてほぼ同じ賃金水準であるが、全般的に後者の方が若干高い水準となっている。

図表 － 産業別就業者比率
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出所：いずれの図表も ウェブサイトより作成。

注： 年は暫定値。

産業別就業者比率では、農業が約 割強、工業が約 割強、サービス業が 割強を占めて

いる 。経年的には農業比率が減少し、工業及びサービス業が増加傾向にある（図表 －
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図表 － 学歴別就業者比率

単位：％

年 年 年 年 年

専門技術なし

職業訓練

専門学校

短期大学

大学以上
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第３章 労働市場と人材育成

第１節 学校教育

１．教育体系

ベトナムの学校教育は、初等教育（小学校） 年間、前期中等教育（中学校） 年間、後

期中等教育（高校） 年間の － － 年制を採用している。

高等教育の専門短期大学は、専攻分野により － 年制、大学の学士課程は専攻分野によ

って － 年制、修士課程は － 年制、そして、博士課程は大卒者が 年制、修士課程修了

者が － 年制となっている（図表 － 参照）。

図表 － 現在の教育体系

年

齢

幼
児
教
育

前期中等教育（中学校）

 4年間

初等教育（小学校）

 5年間

幼稚園
 (3年間)

中級専門学校 (3-4年)

大学院
（博士課程）
（修士課程）

初
等
教
育

中
等
教
育

高
等
教
育

後期中等教育（高校）

3年間

大学

4-6年 中級専門学校 (1-2年)
専門短期大学

 2-3年

出所： 年教育法をもとに作成。

図表 － ハノイ及びホーチミンの業種・職種別賃金

ハノイ ホーチミン

米ドル ベトナムドン 米ドル ベトナムドン

製
造
業

ワーカー（一般工職）

エンジニア（中堅技術者）

中間管理職（課長クラス）

非
製
造
業

スタッフ（一般職）

マネージャー（課長クラ

ス）

店舗スタッフ（アパレル） ～ ～

店舗スタッフ（飲食） ～ ～

法定最低賃金 月 月 月 月

賞与支給額

（固定賞与 変動賞与）
基本給の カ月分 基本給の カ月分

調査実施時期 年 月～ 年 月

出所： ウェブサイトより作成。

－ 26 － － 27 －
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